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研究成果の概要（和文）：ギャンブル依存症の深刻度を測る尺度の日本語版の開発について検討するために、回復プロ
グラムが行われている民間の施設で、ギャンブル依存症者を対象に質問紙調査を行った。対象とした回復プログラムの
実施期間は89～173日で、アルコホーリクス・アノニマスの12ステップ・プログラムに基づいて作成されたリカバリー
・ダイナミクス・プログラムの実施が含まれていた。回復プログラムに参加した55人を実施群、回復プログラムに参加
しなかった16人を対照群とし、得られた結果を踏まえ、回復プログラムの効果測定のための方法について検討した。

研究成果の概要（英文）：In this study we conducted a questionnaire at a private treatment center in Japan 
in order to develop the Japanese version of scale to examine the severity of pathological gambling. The le
ngth of program in the center was 89 to 173 days, involving Recovery Dynamics Program which was based on t
he twelve step program approach in Alcoholics Anonymous. In the present study, 55 gamblers were in the exp
erimental group; 23 gamblers were in the control group. Based on the results, the effectiveness of recover
y program in question was discussed.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 本研究がギャンブル依存症と呼ぶものは、

病 的 賭 博 や 強 迫 的 ギ ャ ン ブ リ ン グ

（Pathological Gambling）とも呼ばれ、

WHO 国際疾病分類第 10 改訂（ICD-10、

1990 年）によって、病気、精神的障害とさ

れている。現在、日本国内では、強迫的に

繰り返されるギャンブル行為が依存症とい

う病気であるという認識は、医療専門職の

分野でさえ浸透しているとは言い難い。そ

の原因は、第一に、ギャンブル依存症の具

体的な症状および心理的特徴を含めた深刻

度（重症度）を客観的に評価するための調

査が実施されてこなかったことにある。第

二の原因は、ギャンブル依存症者を対象と

する依存症からの回復を目的とするプログ

ラム（以下、回復プログラムとする）の効

果と有効性が、科学的に十分に妥当な方法

で示されてこなかったためである。アメリ

カを始めとする欧米諸国では、有病率や罹

患率の計算だけでなく、治療、回復、社会

復帰のための方策（目的によって異なる各

種プログラム）の有効性についての研究が

行われてきた。これらの研究成果の積み重

ねにより、依存症において病気、治療、回

復の各概念が指し示す内容や、症状のリス

ト、依存症が引き起こす現象の特徴付けも

整理され、共有されている。また、依存症

は、疾患であるという意味において医学の

対象である一方、心理学的、社会学的アプ

ローチが極めて有効であるとの先行研究が

あり、1960 年台以降、医療機関よりも、公

的あるいは民間運営の福祉施設や、心理カ

ウンセリング等を中心とした臨床的治療施

設で回復プログラムが提供されることが多

い。日本国内の依存症者を支援する病院や

民間施設も回復プログラムを提供している

が、少なくとも 1970 年代から有効性を見

込まれ続けてきたにもかかわらず、その方

法論とプログラムの有効性の検証について

は多くが体験談的なものにとどまってきた。 

ギャンブル依存症の症状や心理的傾向性

を評価する既存のツールには、イェール・

ブラウン強迫性障害尺度の病的賭博への適

用尺度（PG-YBOCS）、ギャンブル徴候査

定尺度（G-SAS）、サウス・オークス・ギ

ャンブリング・スクリーン（SOGS）、ギャ

ンブル依存症者のための自助グループであ

るギャンブラーズ・アノニマス（GA）が提

供する「20 の質問」等がある。このうち、

PG-YBOCS、G-SAS、SOGS については妥

当性の検証等の研究が行われているが、こ

れらの尺度と関連する先行研究はすべて英

語によるものであり、日本語で利用するこ

とができない状況であった。GA の「20 の

質問」のみ、日本語に翻訳したものが公表

されているものの、これは日常的な行動に

ついて当てはまるものを数えるチェックリ

ストであり、第三者的な評価のツールとし

て利用するには役不足である。つまり、ギ

ャンブル依存症の深刻度を評価するための

尺度は日本には存在せず、それゆえ、ギャ

ンブル依存症の深刻度や症状が軽減、消滅

したことを客観的に示すツールもなかった。

したがって、回復プログラムの有効性を判

断することは不可能であった。本研究の準

備的調査により、前述した既存の英語尺度

は、アメリカを中心に欧米諸国で、回復プ

ログラムの効果測定に利用されていること

がわかった。また、回復プログラムの効果

を科学的に示すためには、依存症を持つ人

の心理的・社会的属性をあらわす要素の分

析と、各要素における変化の測定評価が必

要であるとの認識に至った。心理的、社会

的な問題を持つ人に対する既存の支援は、

カウンセリングのような臨床心理的なもの

から、雇用支援のような社会的なものまで

さまざまであるが、実際に有効なプログラ

ムをより広く利用できるようにするために

は、その効果を測定するための客観的な道



具立てを含む学術的な裏付けが必要不可欠

である。研究代表者が兼任研究員として関

わってきたアディクション研究センターと

母体を同じくする、奈良県にある民間の研

究協力施設であるセレニティー・パーク・

ジャパン（以下 SPJ とする）は、2011 年

4 月に開設され、同年 10 月までのおよそ半

年で、38 名の入所者があった。本研究開始

前の聞き取り調査から、施設スタッフの評

価では、強迫的ギャンブル行為と強迫的衝

動がおさまったことを回復とみなしている

こと、また、この意味における SPJ での回

復率がおよそ 75～90％と見込まれている

ことが明らかになった。この回復率は、こ

れまでの入所者を分母としそのうちの回復

者を分子とする計算によるものだが、あく

までも施設スタッフの臨床的経験に基づく

評価であり、また、施設スタッフの勤務年

数や専門的研修の有無にもばらつきがある

ため、学術的な裏付けと研究として妥当な

手続きを欠いているという意味で、客観的

評価として認められにくいと予測していた。

しかしながら、75~90％というのは非常に

高い数値であり、このことから SPJ に採用

された回復プログラムは、依存症問題に関

わる臨床の専門家の注目を集めてきた。こ

れまで、依存症者への回復支援の分野では、

当事者の経験によって肯定的に評価された

プログラムが重要かつ効果的であるとされ

てきた。したがって、SPJ で実施されてい

るプログラムを、学術的に妥当かつ信頼で

きる手法で評価する意義は大きい。本研究

で見込まれる成果は、ギャンブル依存の問

題からの回復プログラムを学術的に評価す

るためのツールを初めて提供するという点

で独創的だと考えた。研究計画時には、ギ

ャンブル依存症の日本語の尺度がなく、日

本国内のギャンブル依存症者を対象とする

質問紙調査もほとんど行われてこなかった。

本研究の特色は、日本で初めてのギャンブ

ル依存症の回復プログラム有効性調査とな

ることであった。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、ギャンブル依存症の症

状とされるものを持つ人々が、民間の施設

等で採用されてきた回復プログラムを実施

することによって得られる効果の測定を、

ある程度客観的な方法によって行うことで

あった。対象は、日本国内におけるギャン

ブル依存症者の可能性が高く、かつ、研究

協力先の国内の民間施設 SPJ、および、そ

の関連施設に相談等で接点を持った人とし

た。回復プログラムの効果測定の方法には、

ギャンブル依存症の症状を把握するための

質問調査紙の作成、および、当該回復プロ

グラムの実施群と対照群とに対する初期調

査、追跡調査が含まれる。 
 
３．研究の方法 
研究期間は 2 年であった。計画では、1

年目に、先行研究の整理と分析、関連資料

の翻訳、日本語の質問紙の作成、募集した

ギャンブル依存症者の研究参加者の募集、

彼らに対する第一回目の質問紙調査を行い、

2 年目に、第一回目の質問紙調査の参加者

に対する追跡調査（第二回目調査）の実施、

および、そこで得られるデータの整理と分

析を行う予定であった。質問紙調査の目的

は、(a)ギャンブル依存症者を対象とする質

問紙調査の項目として妥当とみなせるもの、

(b)日本国内のギャンブル依存症者の実例

について、年齢や性別、職業、経済的状態

（年収や債務の有無等）の関連の 2 点を明

らかにすることであった。本研究の具体的

な内容は、下記の 5 点である。 

 

(1) 日本語の質問紙調査の作成 

前述した英語の既存の尺度を翻訳し、ま

た、ギャンブル依存症者のための自助グル

ープであるギャンブラーズ・アノニマス



（GA）が提供する「20 の質問」日本語版

とあわせて、内容的に共通してギャンブル

依存症者に共通の特徴を記述していると思

われる項目を抜き出し、日本語版の調査質

問紙を作成した。この質問紙の項目の内容

については、依存症を専門として扱う医師

に専門的助言をもらうとともに、ギャンブ

ル依存症の当事者（回復者）とギャンブル

依存症を扱う民間施設のスタッフ（プログ

ラム実施管理担当者および施設長）に内容

のわかりやすさと適切さについて意見をも

らい、回答しやすいように適宜修正を行っ

た。 

 

(2) 日本国内のギャンブル依存症者の募集

と質問紙調査の実施 

(1)で得られた質問調査紙を用いて、ギャ

ンブル依存症者に調査を実施するために、

研究参加者の募集を開始した。具体的には、

奈良県にある研究協力施設 SPJ の施設長

と東京窓口のスタッフに、本研究の趣旨を

説明したうえで、SPJに直接訪問して相談、

あるいは間接的に接触した人に、本研究へ

の参加を打診していただいた。なお、間接

的な接触とは、たとえば、依存症の疑いの

ある人の家族等からの相談をきっかけに本

人に接触を試み、治療介入をする行為（イ

ンタベンションと呼ばれる）を含む。イン

タベンションでは、とくに介入の始めでは

本人が依存症であることを否定するケース

もあるが、これは依存症者の特徴として広

く認められる＜否認＞という状態である可

能性が高い。また、インタベンションを依

頼する家族は、当該の人に繰り返されてき

た依存行為を事実として認識したうえで依

頼するので、本人の自己認識にかかわらず、

依存的行為は確認されている。したがって、

このような人にギャンブル依存症者である

自己認識がともなっていないケースであっ

ても、本研究の調査に含むことに問題はな

いと判断した。協力依頼では、本研究の概

要と調査方法を記載した説明文書を参加者

に渡し、内容の詳細とプライバシーの保護

について説明し、参加するかどうか決定し

ていただいた。参加者の協力を得る際に留

意すべき医学的な点については、ギャンブ

ル依存症を専門とする精神科医である佐藤

拓氏に必要に応じて助言を得た。記載して

もらった質問調査紙は、匿名化し、項目ご

とに集計した。 

 

(3) 実施群と対照群の分割、ギャンブル依

存症のための回復プログラムの実施記

録と先行研究との比較検討 

(2)で参加の承諾を得た参加者を、実施群

と対照群とに分割する。依存症は「否認の

病」とも言われ、生活上の困難（たとえば

多重債務や失職、家庭崩壊など）に直面し

ている依存症者であっても、自分が治療が

必要な病気であり、回復のための支援を受

け入れる必要があるとう現実を否定する場

合がある。したがって、本研究の計画段階

から予測されていた困難は、SPJ に接触す

る依存症の疑いのある人のうち、回復プロ

グラムへの参加を希望する人の割合が少な

くなるだろうことであった。そこで、本研

究では、参加を了承し、かつ、回復プログ

ラムの実施も了承する参加者を実施群、参

加を了承したものの回復プログラムを実施

しない参加者を対照群とした。実施群と対

照群との比較の妥当性を確保するために、

実施群の参加者それぞれについて、(1)の質

問紙の項目が類似する参加者（年齢、性別、

年収等が同じか近い人）を対照群から選び、

それらをペアとして比較分析を行う計画で

あった。この作業と並行して、本研究が調

査対象とする回復プログラム（12 step プ

ログラムに基づく Recovery Dynamics 他）

の実施記録を取り、その内容について、国

内外で実施されている依存症回復プログラ



ムおよびその先行研究との比較検討を行っ

た。 

 

(4) 実施群と対照群の参加者の追跡調査 

参加者に対して、(1)で実施した後のギャ

ンブル依存の状態（たとえば、最近ギャン

ブル行為をしたか）、および、心理的状態（た

とえば、ギャンブルをしたい衝動があるか）

等について、追跡調査を行った。調査結果

は、(1)同様に匿名化し、項目ごとに集計し

た。ただし、比較するために、(1)で回答し

た人と同一の人であることがわかるような

状態で保存した。 

 

(5) 回復プログラムの効果の分析と評価 

研究計画では、(4)までで得られた結果に

ついて、統計解析ソフトウェアを利用し、

実施群と対照群との差を検証することを計

画した。この結果有意な差が示されれば、

本研究が対象とする SPJ の回復プログラ

ムのギャンブル依存症者に対する有効性を

評価できると判断したからである。 
 
４．研究成果 

第一の研究成果は、3(1)で述べたように、

日本語版の質問紙を作成したことである。

本研究では、この質問紙がギャンブル依存

の深刻度をはかる尺度としてどの程度の信

頼性を有するかという点までは明らかにで

きなかったものの、日本語で利用でき、か

つ、ギャンブル依存症の専門的知識を持つ

医師と回復率が高いとされている治療施設

のプログラム担当者によって監修された一

連の質問としては、初めてのものであり、

利用価値があると見込んでいる。第二の成

果は、質問紙調査で、（少なくとも第一回目

の質問紙調査に回答した参加者を含め）71

人分の回答を得たことである。回答者のう

ち、69 人が男性、2 人が女性であり、平均

年齢は 34.56 歳、回復プログラムを実施し

た人の平均年齢は 34.70 歳（すべて男性）、

実施しなかった人の平均年齢は 34.06 歳

（うち男性 14 人、女性 2 人）であった。

調査に用いた SPJ の回復プログラムには、

アルコホーリクス・アノニマス（AA）で実

施されてきた 12 ステップ・プログラムを

基礎とするリカバリー・ダイナミクス・プ

ログラム（略称は RD プログラム）を含ん

でいた。回復プログラムは、一日におよそ

7 時間、週に 5 日行われ、そのうち RD プ

ログラムには週におよそ 4～6 時間があて

られていた。また、プログラムの参加者は、

自助グループへの参加を週に 8 時間程度義

務付けられていた。 

実施群が参加したこの RD プログラムは、

最短で 89 日、最長で 173 日実施されたこ

とがわかった。3(3)で前述したように、本

研究の計画段階では、SPJ に接触する依存

症の疑いのある人では、回復プログラムへ

の参加を希望する人（実施群）が希望しな

い人（対照群）より少なくなるだろうと予

測していた。しかし、実際に調査を行った

結果、予想に反して、回復プログラムへの

参加を希望しない人（対照群）のほうが全

体に占める割合が少なくなった（71 のうち

16）。予想と逆の結果になったものの、実

施群と対照群との割合が同じにならないで

あろうという予測は正しかったので、計画

通りの方法、すなわち、年齢や依存に至っ

ていた時点での状況等の類似点を手がかり

にペアを作成して回答結果を比較するとい

う方法を採用することができた。この方法

で作成したペアは 7 組である。なお、二回

目の質問紙調査の回答率が予想を大幅に下

回ったため、二回目の調査の依頼を数回に

わたり出すことになり、結果的に回答を集

計する時期が遅延した。そのため、予定さ

れた研究期間内では作成した 7 組の集計結

果の詳細な分析を十分に行うことができず、

これを今後の課題とせざるを得なかった。 
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